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職業能力開発と高等専門学校－アンケート調査から－

武　田　公　男

武　田　嘉　孝

概要

　本研究は、高等専門学校における中高年齢者など社会人向け職業能力開発教育の実態に関

するアンケートの調査結果である注１。高等専門学校は、経済成長を支える科学・技術の更な

る進歩に対応できる技術者の養成を目的に１９６２年に設立され、現在、国立５４校、公立５校、

私立３校が全国に設置されている。

　アンケートは、全国の高等専門学校６１校を対象とし、郵送によって調査票を配布した。回

収数は５４校、回収率は８８.５％であった。アンケート調査の結果から、①地域企業の従業員向

けの職業能力開発教育を重視している、②地域企業との連携強化を強く志向している、③学

生の企業実習は最小限に留めている、④全就職先のうち地域の事業体が占める割合は５０％弱

に過ぎない、⑤卒業生向け「リフレッシュ教育」はあまり実施されていない、などといった

高等専門学校をめぐるいくつかの実態が明らかになった。

１．はじめに

　経済環境が激変する中、わが国の経済を再活性化させるには、地域を基盤とした産官学

の連携による職業能力開発による人材育成が不可欠となっている。このような状況の中、

大学など高等教育機関が果たすべき役割は大きい。とりわけ１９６２年に設立された高等専

門学校は、５年間（商船高専は５年半）の一貫教育を行う高等教育機関であり、現在、国

立５４校、公立５校、私立３校が全国に設置されていることから、地域連携の担い手として

の可能性は大きい。高等専門学校には、機械工学科、電気工学科、電子制御工学科、情報

工学科、環境都市工学科、商船学科などの学科があり、授業科目は、数学、英語、国語、

歴史等の一般科目と各学科での専門科目で構成されている。特に専門科目は、実験・実習

が重視され、大学とほぼ同程度の専門的な知識、技術が身につけられるよう工夫されてい

る。なお、卒業者には準学士の称号が授与される。また１９９２年には、卒業後さらにより高

度な技術教育を行うことを目的に、２年制の専攻科が設置された。専攻科の課程を修了し、
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大学評価・学位授与機構の定めた条件を満たした者は、同機構に申請して学士の学位を得

ることができ、大学院に進学することができる。さらに専攻科では、すでに企業で活躍し

ている社会人技術者も受け入れている。これにより、企業との共同研究も可能となる。

２．職業能力開発が重視される背景

　平成１１年度「経済白書」が、①労働移動の増大に伴い、より一層の公的なセーフティ・

ネットの整備が必要であり、その重点は、職業紹介機能の拡充、職業能力開発、新雇用先

への助成、雇用創出策である、②企業の体質改善は不可避であり、その結果、特に中高年

のホワイトカラーはいわゆるリストラの影響を受けかねず、職業能力開発や雇用保険など

の分野に配慮が必要である注２、などと述べているように、国の政策は、「雇用の維持」から

「雇用の創出」へと大きく転換され、職業能力開発の必要性が強調されるようになった。

しかし、ここで問題となるのが、職業能力開発を誰が担うべきなのかといった点である。

今までなら、まず考えられるのが、企業による教育・訓練であろう。しかし、雇用の流動

化が進めば、企業は教育・訓練に対する投資は抑制するはずである。また、アウトソーシ

ングなどの拡大が、このような傾向に一層拍車を掛けるだろう。実際、既に日本企業の教

育・訓練費は減少傾向にある。

　また、第二次大戦以降の大企業を中心とする日本的経営下では、ゼネラリストを重視す

る育成と処遇システムが人事管理の中心であった。そのため、ジョブ・ローテーションを

人事の基本として、OJTや研修が人材開発システムの中軸を形成してきたのである注３。す

なわち、わが国の職業能力開発は企業内教育によるものが主流であり、その結果、他社で

も通用する普遍的能力より企業特殊的能力の向上が重視されてきたのである。

　しかし、最近では、普遍的能力の重要性が各方面で指摘されるようになっている。例え

ば、平成１１年版「労働白書」は、①国全体としての職業能力開発投資の確保・増強、②

次々に変化しつつ高度化していく人材や能力へのニーズに対応した職業能力の開発、③エ

ンプロイアビリティの向上のためには、社内だけでなく社外にも通用する能力について、

その体系や評価が示されること、④適職選択の支援により不必要な転職の減少を図るとと

もに、転職してもキャリアが積み重なって行くこと、などの点を職業能力開発の課題とし

て列挙し、個人責任による職業能力開発やそれを支援する行政の役割がいかに重要である

かを強く指摘している注４。

　さらに、平成１１年版「国民生活白書」は、アメリカのコミュニティ・カレッジが地域と

の連携のもと、人材育成のために重要な役割を果たしていることを紹介し、わが国でも「短

期大学などの教育機関が今後、社会人を積極的に受け入れ、自治体や地元企業等と連携し

ていくことにより、日本版コミュニティ・カレッジとしての機能を発揮できるのではない

だろうか。」との見解を述べている注５。
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　さて、わが国における職業能力開発のための機関としては、雇用・能力開発機構が挙げ

られる。同機構は、平成１１年３月に公布された「雇用 ･能力開発機構法」（平成１１年法律

第２０号）に基づき、同年１０月に発足した。現在は、職業能力開発総合大学校（１校）、職

業能力開発大学校（１０校）、同短期大学校（１校）、職業能力開発促進センター（６０ヶ所）、

都道府県センター（４７ヶ所）で構成されている。このうち、職業能力開発促進センターで

は、再就職希望者のための「求職者コース」と在職中の仕事に必要な技術・技能・知識の

向上を目指す「能力開発セミナー」が設置され、職業能力開発のための教育訓練が行われ

ている。しかし残念ながら、全体として「縦割り」の感は否めず、地元企業や他の教育機

関等との連携も万全とは言えない。その点、全国に立地している高等専門学校は、地域に

密着した職業能力開発教育が可能であり、それ故、大きな成果が期待できるのである。

３．調査目的

　上述のように、高等専門学校は専門技術者の育成機関として重要な役割を果たしてきた。

しかしながら、地域経済との結びつきを示す全国的なデータなどは少なく、高等専門学校

における職業能力開発に関する実態を把握するのは困難な状況であった。そこで、在学生

や社会人向けの職業訓練など、職業能力開発をめぐる高等専門学校の実態を明らかにする

ためにアンケート調査を実施した。

４．調査方法

　全国の高等専門学校６１校を対象とし、郵送によって調査票を配布した。

　高等専門学校調査の配布数は６１校、回収数は５４校で、回収率は８８.５％であった。

５．調査結果

◆社会人向け職業能力開発教育について

（１）地域企業の従業員向け“職業能力開発セミナー”の有無

　地域（本調査では「地域」を「都道府県内および隣接都道府県」と規定した）企業の従

業員向けに職業能力開発を目的にしたセミナーなどを開講しているかについて、「開講し

ている」が回答校５４校の６３.０％（３４校）、「開講を検討中」が１８.５％（１０校）、「開講の予

定なし」が１６.７％（９校）、「無回答」が１.９％（１校）であった。
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（２）“職業能力開発セミナー”の概要

　地域企業の従業員向け“職業能力開発”セミナーを「開講している」と回答した３４校に

おける講座内容の概要は以下のとおりである。　　

＜講座数および合計時間＞

　講座数は平均で３.１講座。最多は１１講座で、最少は１講座である。

＜講座の内容＞

　講座内容で最も多いのは何かについて、「地域産業の関連技術」が回答校数３４校の７９.４％

（２７校）、「パソコンの習得など」が１７.６％（６校）、「教養・文化など」はゼロであった。

図表１　地域企業の従業員向け“職業能力開発セミナー”の有無
（ｎ＝５４）

総数無回答開講予定なし開講を検討中開講している

５４１９１０３４回答数

１００.０１.９１６.７１８.５６３.０割合（％）

図表２　職業能力開発セミナーの有無（グラフ）
（ｎ＝５４、％の小数点以下４捨５入）

図表３　講座数および合計時間
（ｎ＝３４）

中央値最少最多平均

２.５１１１３.１講座数

１９５１３８３３.０合計時間

図表４　講座の内容
（ｎ＝３４）

合計無回答
教養 ･文化

など　　　

パソコンの

修得など　

地域産業の

関連技術　

３４１０６２７回答数

１００.０２.９０.０１７.６７９.４割合（％）
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＜受講者数＞

　受講者の平均は１０３.５人。最も多いのは１２００人、最少は０人であった。

＜受講者からの評価受付け＞

　受講者から講義内容に関する評価を受け付けているかについて、「受け付けている」が回

答校３４校の５０.０％（１７校）、「検討中」が２０.６％（７校）、「受け付けていない」が２６.５％

（９校）、「無回答」が２.９％（１校）であった。

＜セミナーなどに関する地域企業向けPR活動＞

　セミナーなどに関する地域企業に対する PR活動について、「行っている」が回答校３４

校の９７.１％（３３校）、「検討中」はゼロ、「行っていない」が２.９％（１校）であった。

図表５　受講者数
（ｎ＝３４、単位：人）

中央値最少最多平均

３８０１２００１０３.５受講者人数

図表６　講義内容に対する受講者からの評価受付け
（ｎ＝３４）

総数 無回答
評価制度

なし　　
検討中

評価制度

あり　　

３４１９７１７回答数

１００.０２.９２６.５２０.６５０.０割合（％）

図表７　地域企業向けPR活動
（ｎ＝３４）

総数PR活動なし検討中PR活動あり

３４１０３３回答数

１００.０２.９０.０９７.１割合（％）

図表８　企業向けPR活動（グラフ）
（n＝３４、％の小数点以下４捨５入）
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＜ PR活動の内容＞

　PR活動の具体例として、「産学交流会の開催」が３０校、「定期刊行物の発行」が２２校、

「技術展の開催」が１１校である。

◆学生向け正規授業における企業実習について

（１）カリキュラムに企業実習を採り入れている学校の割合

　在校生向けカリキュラムに企業実習を採り入れているかについて、「必修科目にしてい

る」学校は、回答校５４校の２２.２％（１２校）、「選択科目にしている」が６３.０％、「採り入れ

ていない」が１４.８％（８校）であった。

図表９　企業向けPR活動の具体例（複数回答）

回答数

３０産学交流会の開催

２２定期刊行物の発行

１１技術展の開催

９その他

図表１１　正規授業における企業実習の位置づけ
（ｎ＝５４）

総数実施せず選択科目必修科目

５４８３４１２回答数

１００.０１４.８６３.０２２.２割合（％）

産学交流会の開催�

0 20 40 60 80 100

91

67

33

27

定期刊行物の発行�

技術展などの開催�

その他�

 図表１０　PR活動の内容別実施割合（％）
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（２）企業実習の概要（必修科目にしている学校の場合）

＜全単位数と企業実習単位数＞

　企業実習の単位数について、企業実習を「必修科目にしている」と回答した１２校のうち

１１校から回答が得られた。それによると、企業実習の平均単位数は１.７単位、最多は４単

位、最少は１単位である。なお、卒業に必要な全単位数（回答があったのは「必修科目に

している」と回答した１２校のうち７校）は、平均で１５３.６単位、最多が１７７単位、最少は

６２単位であった。

＜実習先企業の所在地＞

　実習先企業の所在地として最も多いのはどこかについて、「都道府県内」が回答校１２校

の７５％（９校）、「隣接都道府県」はゼロ、「その他」は２５％（３校）であった。

図表１２　企業実習の実施状況
 （n ＝５４、％の小数点以下４捨５入）

 図表１３　全単位数と企業実習単位数（必修科目）

全単位数実習単位数

（７）（１１）（回答数）

１５３.６１.７平均

１７７４最多

６２１最少

１６７２中央値
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＜実習受入企業数と継続性＞

　回答校１２校における平均実習受入企業数は８５.９社、最多は１６４社、最少は１８社であっ

た。また、実習受入企業は毎年継続しているかについて、「継続が多い」が回答校の９１.７％

（１１校）、「継続もあるが少ない」が８.３％（１校）、「大半が毎年新たに依頼する」はゼロ

であった。

◆就職について

＜就職状況（２００１年度の実績）＞

　２００１年度の求人倍率は、集計対象の５３校の平均が１０.５倍、最高が２５.１倍、最低が２.７

倍であった。また、就職先所在地（集計対象５３校の平均）は、「県内」が３３％（３０人）、

「隣接県」が２０.２％（１８.４人）、「その他」が４６.８％（４２.６人）であった。

図表１４　実習先企業の所在地
（ｎ＝１２）

総数その他隣接都道府県都道府県内

１２３０９回答数

１００.０２５.００.０７５.０ 割合（％）

図表１５　実習受入企業数
（ｎ＝１２）

最少最多平均

１８１６４８５.９実習企業数

図表１６　実習受入企業の継続性
（ｎ＝１２）

総数
大半は毎年

新たに依頼

継続もあるが

少ない　　　
継続が多い

１２０１１１回答数

１００.００.０８.３９１.７割合（％）

図表１７　求人倍率
（ｎ＝５３）

求人倍率求人数就職希望者数

１０.５９６２.６９４.３平均

２５.１２４４２１３５最高

２.７２５４３９最低

（備考）求人数について「集計していない」との回答があった１校を除外し、５３校を対
象にした。
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＜卒業生向け「リフレッシュ教育（職業能力開発）」の実施の有無＞

　卒業生に対する再教育や職業訓練などの「リフレッシュ教育」について、「実施している」

が回答校５４校の１３％（７校）、「検討中」が３.７％（２校）、「実施していない」が８３.３％

（４５校）であった。

６．調査結果の総括

◆社会人向け職業能力開発教育について

　長引く不況の中、失業率は戦後最悪の状況である。その原因と一つとして、求人側が求

める職業能力と求職者のそれが一致していない状態、すなわち「ミスマッチ」が挙げられ

ている。新産業創出など経済再活性のための具体案が相次いで発表されているが、それを

実現するためには「ミスマッチ」の解消は必須条件であり、現在仕事に就いている人たち

図表１８　就職先所在地
（ｎ＝５３）

合計その他隣接都道府県都道府県内

９１４２.６１８.４３０平均人数

１００.０４６.８２０.２３３.０割合（％）
（備考）『「隣接都道府県」と「その他」の内訳不明』と回答した１校を除外し、５３校を集計対象

とした。

図表１９　卒業生向けリフレッシュ教育
（ｎ＝５４）

総数実施せず検討中実施中

５４４５２７回答数

１００.０８３.３３.７１３.０割合（％）

図表２０　卒業生向けリフレッシュ教育（グラフ）
（ｎ＝５４、％の小数点以下４捨５入）
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に対する職業能力開発教育が益々重要になっている。ところで、わが国の社会人向け職業

能力開発機関としては、「雇用・能力開発機構法」（平成１１年法律第２０号）に基づく雇用

能力開発機構が中心的な役割を果たしている。同機構は、職業能力開発総合大学校、職業

能力開発大学校、職業能力開発短期大学校、職業能力開発センター、都道府県センターな

どで構成され、職業能力開発のための組織的な活動を行っている。ただ、それらの活動は

やや“縦割り”の感が否めず、地域企業や自治体さらに他の教育機関などとの連携も脆弱

のように思う。地域経済の活性化を確実に実現させるためには、このような状況は決して

好ましいとは言えない。

　そこで、注目すべきが高等専門学校の存在である。図表２１のように､わが国の高等専門

学校は全国各地に立地し、職業能力開発のための地域に密着した教育機関として期待は大

（引用：http://www.kochi-ct.jp/collges-j.ht.ml）

図表２１　高等専門学校の分布
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きい。このような期待こそ、高等専門学校へのアンケート調査を実施した理由であった。

アンケートの結果については先に記したとおりであるが、総括として若干の考察を加えて

いきたい。

（１）地域企業の従業員向け“職業能力開発セミナー”の有無

　最初に、地域企業の従業員を対象にした“職業能力開発セミナー”を開講しているかど

うか尋ねた。これは、“職業能力開発セミナー”は高等専門学校の地域企業との連携具合を

推し測る有力な尺度であると考えたからである。尚、本調査では、「地域」の範囲を「県内

および隣接県」と定義している。回答の集計結果によると、“職業能力開発セミナー”を既

に「開講している」高等専門学校は、回答校５４校の６３.０％（３４校）にのぼり、高等専門

学校の多くが地域企業の従業員向けの職業能力開発教育を重視していることが分かった。

また、「開講を検討中」の学校が１８.５％（１０校）あることから、“職業能力開発セミナー”

を開講する高等専門学校が今後更に増加していくものと思われる。

（２）“職業能力開発セミナー”の概要

　次に、“職業能力開発セミナー”の実態を明らかにするために、 講座数・合計時間・講

座内容・受講者数・受講者からの評価受付の有無・セミナーに関する地域企業向け PR活

動などの６項目別に質問を行った。これらの質問は、地域企業の従業員向け“職業能力開

発”セミナーを既に「開講している」と回答した３４校が質問の対象であった。それに対す

る回答は３４校全てから得られたので、これを集計して明らかになったことは、高等専門学

校における“職業能力開発セミナー”の全体像を示しているといって差し支えないだろう。

＜講座数および合計時間＞

　講座数は平均すると３.１１講座であった。ちなみに、最多は１１講座、最少は１講座であっ

た。この集計結果から、講座の数は余り多くないということが明らかになった。また、１１

講座も開講している学校もあれば、わずか１講座にとどまっている学校もあり、学校間の

バラツキが大きいことが浮き彫りになった。ただし、このようなバラツキは経済や産業の

地域ごとの特性に起因している部分が大きいので、各高等専門学校における取り組み姿勢

の格差をそのまま反映していると断定することはできない。

＜講座の内容＞

　講座内容で最も多いものは何かについて、「地域産業の関連技術」を挙げた高等専門学校

が回答校数３４校の７９.４％（２７校）と圧倒的に多く、「パソコンの習得など」の１７.６％（６

校）を大きく上回った。一方、「教養・文化など」はゼロであった。これについては、いさ

さか予想外の結果であった。当初の想定は、「パソコンの習得など」が多数を占め、「教養・
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文化など」も相当数あると考えていたからである。実際はそうではなかったわけで、高等

専門学校による“職業能力開発セミナー”は地域の産業を強く意識して開講していること

が鮮明になった。

＜受講者数＞

　受講者の人数は、平均で１０３.５人、最も多いのは１２００人、最少は０人であった。講座数

の場合と同様、受講者人数における高等専門学校間のバラツキが大きいことが明らかに

なった。

＜受講者からの評価受付け＞

　受講者から講義内容に関する評価を受け付けているかについて、「受け付けている」が回

答校３４校の５０.０％（１７校）に達し、２０.６％（７校）が「検討中」であった。このように、

“職業能力開発セミナー”を開講している高等専門学校のうち７０%を超える学校が受講者

からの評価を積極的に受け付けており、講義内容をより充実させていこうという前向きな

姿勢が伺える。このことは高く評価すべきである。「受け付けていない」と回答した９校や

「無回答」の１校においても、このような評価制度が速やかに導入されることを期待する。

＜セミナーなどに関する地域企業向けPR活動＞

　 “職業能力開発セミナー”などに関する地域企業に対する PR活動は、高等専門学校か

らの地域に対する情報発信ツールとして極めて重要である。回答の集計結果によると、

PR活動を「行っている」が回答校３４校の９７.１％（３３校）、「検討中」はゼロ、「行ってい

ない」が２,９％（１校）であった。このように、ほとんどの高等専門学校が何らかの PR活

動を行っていることは、高等専門学校が地域企業との連携強化を強く志向していることの

証といっていいだろう。

＜ＰＲ活動の内容＞

　PR活動の具体例を複数回答で尋ねたところ、「産学交流会の開催」が３０校、「定期刊行

物の発行」が２２校、「技術展の開催」が１１校であった。また、その他として、不定期刊行

物（パンフレット ･冊子）の発行、インターネットによる案内、交流会 ･見学会・研究会

などの開催、技術展への参加、産学官のネットワーク設立などの回答があり、実に多彩な

活動が行われていることが分かった。

◆学生向け正規授業における企業実習について

　企業実習は単に教育的な効果だけでなく、地域の産学連携にとっても重要な意味がある。
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近年、大学や高校では、学生や生徒を企業などで実務実習させることの重要性が指摘され

始めている。しかし高等専門学校は、１９６２年（昭和３７年）の設立以来、「実践・実習を重

視した専門教育」を教育上の特徴として掲げており、企業実習への取り組みはかなり以前

から行っていた。ただし、これについても全国的な統計資料などは少なく、全体像の把握

は困難な状況であった。そこで、企業実習が地域企業との連携にどのような役割を果たし

ているのかを確認するために、高等専門学校における企業実習の実態を明らかにする必要

があった。具体的には、「高等専門学校は、充実した企業実習を正規授業の中に採り入れて

おり、それを通じて、地域企業との連携を深めている」という仮説を立て、それを実証す

るという形でいくつかの質問を行った。その結果、次のことが明らかになった。

（１）カリキュラムに企業実習を採り入れている学校の割合

　正規学生向けのカリキュラムに、企業実習を採り入れているかについて尋ねたところ、

「必修科目にしている」と回答した高等専門学校は、回答校５４校の２２.２％（１２校）、「選

択科目にしている」との回答は６３.０％（３４校）で、一方、「採り入れていない」との回答

は１４.８％（８校）であった。このような状況は、全く予想外の結果であった。仮説段階で

は、企業実習を必修科目にしている高等専門学校が大半であると想定していたからである。

ただ、選択科目としている高等専門学校を含めると、８５％強の高等専門学校が正規カリ

キュラムに企業実習を採り入れていることになり、高等専門学校が企業実習を軽視してい

るとは言い難い。

（２）企業実習の概要（必修科目にしている学校の場合）

　企業実習を必修科目にしていると回答した高等専門学校に対して、まず、卒業に必要な

単位数と企業実習のための単位数を尋ねた。これは、全体に占める企業実習のウェイトを

知ることを意図していた。

　次いで、実習先企業の所在地や実習受入企業数およびその継続性について尋ねた。これ

は企業実習と地域企業との連携の因果関係を確認するためであった。

＜全単位数と企業実習単位数＞

　企業実習の平均単位数は１.７単位、最多は４単位、最少は１単位であった。一方、卒業

に必要な全単位数（回答があったのは「必修科目にしている」と回答した１２校のうち７

校）は、平均で１５３.６単位、最多が１７７単位、最少は６２単位であった。このように、企業

実習単位数の全単位数に占めるウェイトは極めて小さい。多くの高等専門学校が「実践・

実習を重視した専門教育」の重視を強調しているだけに、この結果には少なからぬ戸惑い
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を覚える。

＜実習先企業の所在地＞

　実習先企業の所在地として最も多いのはどこかについては、「都道府県内」と回答した高

等専門学校が回答校１２校の７５％（９校）もあり、企業実習を必修科目にしている高等専

門学校の場合、実習先として地域の企業に強く依存していることが分かった。要するに、

企業実習に関しては、地域の企業抜きには語れないのである。

＜実習受入企業数と継続性＞

　実習受入企業の数は回答校１２校の平均で８５.９社、最多は１６４社、最少は１８社であった。

多くの企業が実習を受け入れていることが分かった。勿論、これは一社ごとの受入可能人

数に限度があり、多くの企業に分散せざるを得ないという事情もあるのだろうが、それは

ともかく、多数の実習受け入れ企業が現に存在していることは地域連携の裾野を広げる意

味で意義深いことである。

　また、実習受入企業が実習を毎年継続しているかについては、「継続が多い」と回答した

高等専門学校が圧倒的に多く、回答校の９１.７％（１１校）にのぼった。これもまた、地域連

携の密度を示すものであり、高く評価すべきである。

◆就職について

　最後の質問として、卒業生の就職に関して尋ねた。ただしそれは、就職率の良し悪しで

はなく、地域企業に就職した人の数が全体のどれぐらいであったかを知ることが目的で

あった。地域企業への就職者が多ければ、それだけ地域を基盤とした連携が強いと考えた

からである。

　そしてまた、就職した卒業生に対する「リフレッシュ教育」についても尋ねた。具体的

には、研究生・聴講生・科目履修生などがそれに相当するものである。技術革新が激しい

今日にあって、「リフレッシュ教育」の重要性は益々増大しており、そのための機会を提供

することは地域の教育機関として高等専門学校に課せられた社会的使命である。これが

「リフレッシュ教育」を取り上げた理由である。

＜就職状況（２００１年度の実績）＞

　２００１年度の求人倍率は、集計対象の５３校の平均で１０.５倍、最高が２５.１倍、最低が２.７

倍であった。このように、高等専門学校の就職率は極めて良好であり、新卒者の教育機関

として、企業から高い評価を得ていることが分かる。しかしこれは事前の予想どおりで

あった。問題は地域企業への就職人数である。調査結果によると、集計対象５３校の平均で
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「都道府県内」が３３％、「隣接都道府県」が２０.２％であった。一方、「その他」が４６.８％も

あった。このように、就職先が都道府県内および隣接都道府県に所在している割合が５０％

弱にとどまっていることは、少なくとも就職の面では、高等専門学校が地域に密着した存

在であるとは言えない。勿論、上記“職業能力開発セミナー”場合と同様、地域企業への

就職人数は、それぞれの地域の経済規模や景気動向に大きく依存するので、そのことだけ

から各高等専門学校における地域密着度の濃淡を判断することはできない。しかしこれは、

地域だけでは雇用を吸収できないというわが国の実態を如実に示しており、地域経済の活

性化が如何に難しいかを示している。

　

＜卒業生向け「リフレッシュ教育（職業能力開発）」の実施の有無＞

　卒業生に対する「リフレッシュ教育」について、「実施している」と回答した高等専門学

校は少なく、回答校５４校の１３％（７校）にとどまった。また、「検討中」も３.７％（２校）

であった。逆に、「実施していない」と回答した高等専門学校が圧倒的に多く、全体の

８３.３％（４５校）を占めた。このように、卒業生向け「リフレッシュ教育」を実施している

高等専門学校は現状では少数であった。高等専門学校による「リフレッシュ教育」への新

たな取り組みに期待したい。

７．さいごに

　アメリカのコミュニティ・カレッジは、地域に根ざした社会人向け職業能力開発の教育

機関として重要な役割を果たしている。一方わが国では、これに相当する教育機関は見当

たらず、全国的な体制作りが急務となっている。特に中高年齢者の職業能力開発は、少子

高齢化が急速に進む中にあって、企業の競争優位の観点からも不可欠な要素である。その

意味で、全国各地に立地し、地域に密着した職業能力開発教育が可能である高等専門学校

の果たす役割はますます重要となってくるだろう。
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